
参考資料１－３
評価シート　<３活用>

【第２次川越市空家等対策計画】　～令和5年度実績～

実施中
拡充/速や
かな実施

実施を
検討

「実績」または「検討状況等」 評価

(1)活用のた
めの情報提
供・意識啓発

空家等の活用に関する広報活動の
充実（広報紙の活用、パンフレッ
ト等の作成・配布）

防犯・交通
安全課 ○

広報川越(令和5年10月号)に特集記事を掲載し
た。
また、空き家の予防・管理・活用を啓発する冊子
を作成した。空き家所有者等への送付または関係
課窓口で配布し、市民等へ周知した。
作成部数：1,400部

住まいの管理・修繕等の必要性、相談窓口の案内
や市の支援制度を周知し、空家等の活用のための
意識啓発を図った。

空家等の活用に関する相談会・セ
ミナー等の開催

防犯・交通
安全課 ○ 専門家団体やＮＰＯ法人等と連携し、空家等の活

用に関する相談会を1回開催した。
相談会のノウハウのある団体との連携で、市内で
相談会を開催することができた。

相談機会の創出
防犯・交通
安全課 ○

空家等所有者等から相談があった際、空き家相談
の総合窓口として県の「空き家コーディネー
ター」を案内した。

県が常設の相談窓口を開設しているため、そちら
を案内している。市として市民相談の他に窓口を
設置すべきか検討していく。

空家等の所有者情報の外部提供に
よる多様な利活用の促進

防犯・交通
安全課 ○

国のガイドラインや他自治体の先進事例を参考
に、所有者情報を外部提供するための方法などに
ついて調査・検討しているところである。

個人情報保護にも留意し、空家等の活用が円滑に
進む制度の構築が求められる。

空き家バンクの見直し
防犯・交通
安全課 ○

令和5年3月に空き家バンクの間口を広げる要綱
改正を行ったため、令和3年度のアンケート調査
で空き家バンクの活用意向があると回答した所有
者等へ登録勧奨の文書を送付した。

民間の不動産流通が滞っていないことが、登録件
数が伸び悩んでいる要因のひとつであると分析し
ている。今後も活用される制度になるよう継続し
て見直しを検討していく。

ＪＴＩ（一般社団法人　移住・住
みかえ支援機構）の「マイホーム
借上げ制度」の活用促進

防犯・交通
安全課 ○

「マイホーム借上げ制度」について問い合わせが
あった場合、資料を渡した。また、市のホーム
ページに制度広報用のページを作成し、広く周知
している。

JTIと埼玉県で協定がなされているため、市とし
ても市内の空き家に活用されるよう、広報をして
いく必要がある。

住宅セーフティネット制度の活用
による住宅確保要配慮者に対する
賃貸住宅としての空き家の供給に
ついて検討

建築住宅課 ○

対象となる空き家登録がなく未検討。今後、住宅
確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業に適した事案
があれば、防犯・交通安全課と協議、実施を検討
する。

検討対象となる空き家登録の充実が課題である。

商業地における市内の空き店舗の
活用促進による、商店街の振興及
び活性化

産業振興課 ○ 補助件数：3件
補助金交付額：1,300,000円

川越市商店街等空き店舗登録制度により登録され
た空き店舗を利用した者に補助金を交付すること
で、空き店舗の利活用を促進し、商店街の振興及
び活性化に寄与している。

地域の集いの場や社会福祉施設な
どへの空き家の活用に向けた関係
部署及び専門家団体等との連携

防犯・交通
安全課 ○ 社会福祉協議会と、空家等の福祉的利活用等につ

いての情報交換を行った。
空家等の福祉的利活用については、活用が可能な
空家等の発掘が課題である。

回答欄
取組
方針

分類 施策内容 所管課

(2)専門家団
体・関連団体
等との連携に
よる相談体制
の整備・拡充

(3)様々な
ニーズに対応
した需給の
マッチングに
よる活用促進

取組状況

３
空
家
等
の
活
用
の
促
進
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実施中
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回答欄
取組
方針

分類 施策内容 所管課

取組状況

(4)関連団体
等のノウハウ
等を活用した
空家等の活用
促進

民間事業者やＮＰＯ法人等のノウ
ハウやサービスを活用した空家等
の活用促進

防犯・交通
安全課 ○

国のモデル事業に選定された民間事業者と、空き
家の除却促進に関する連携協定を締結し、市ホー
ムページでの解体費用シミュレーターの提供を開
始し、インターネット上で、建物の構造等を入力
していくと解体費用の概算を把握できるようにし
た。
また、協働発行事業者と協定を締結し、空き家の
予防・管理・活用を啓発する冊子を作成した。空
き家所有者等への送付または関係課窓口で配布
し、市民等へ周知した。
作成部数：1,400部

令和５年度は２団体と協定を締結したが、国のモ
デル事業や先行自治体の例を研究し、本市との連
携が可能な団体について検討を進めていく。

旧耐震建築物の耐震診断・耐震改
修補助制度

建築指導課 ○
耐震診断補助金：件数0件
補助金交付額：0円
耐震改修補助金：木造住宅1件、共同住宅1件

申請件数が少ないものの、既存建築物の耐震化を
図ることで、地震発生時の被害を軽減することが
できるようにし、空家等の活用に寄与した。

空き家の活用を促進する補助制度
等の検討

防犯・交通
安全課 ○ 効果、方法等を検討中のため未実施である。

国や県の補助事業を注視しながら、先進自治体の
補助金活用事例を参考に研究していく必要があ
る。

金融機関との協定締結
防犯・交通
安全課 ○

本市と埼玉懸信用金庫との包括連携協定における
連携事項の一つとして、金利の優遇が受けられる
「さいしん空き家活用ローン」について、平成
30年6月に覚書を締結し、継続している。

住みやすい住宅として価値を維持し、安全・安心
に居住できる支援体制を整えた。

(6)空き家取
り壊し後の跡
地の活用

所有者等との協議、関係部署・専
門家団体等の連携による跡地の有
効活用策の検討

防犯・交通
安全課 ○ 他自治体の先進事例を参考に、跡地の有効活用の

ための方法等について調査・研究する。

再建築が困難な土地については隣接地の所有者の
活用が望まれるが、活用を促進する方策について
検討する必要がある。

(5)活用のた
めの所有者等
に対する経済
的支援
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